
令和５年度指定障害福祉サービス事業者等集団指導【資料２】

令和６年度から義務化される事項について

１ 感染症対策の強化（全サービス）

全ての障害福祉サービス等事業者に，感染症の発生及びまん延の防止等に関

する取組の徹底を求める観点から，委員会の開催，指針の整備，研修の実施，

訓練（シミュレーション）の実施が義務づけられます。

［実地指導時に確認する内容］

指定事業者は,当該指定事業所において感染症又は食中毒が発生し,又は

まん延しないように,次の各号に掲げる措置を講ずるように努めているか。

① 当該指定生活介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能。）

を定期的に開催するとともに,その結果について,従業者に周知徹底を図

っているか。

② 当該指定生活介護事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための指針を整備しているか。

③ 当該指定生活介護事業所において,従業者に対し,感染症及び食中毒の

予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延防止

のための訓練を定期的に実施しているか。

【整備が必要となる書類等】

感染予防に関するマニュアル，委員会議事録，感染症及び食中毒予防及

びまん延防止のための指針，研修及び訓練の実施記録 等

※ 「感染対策マニュアル」及び「感染対策指針」作成に参考となる手引き，職

員研修に役立つ動画等は，下記の厚生労働省ホームページを参照ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

※ 県においても，令和４年度に実施した「感染対策に係る研修会」の資料・動

画を下記のホームページに掲載しています。ぜひ，御活用ください（県看護協

会へ委託して実施したものです）。

https://youtu.be/PflN62j71Tk

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
https://youtu.be/PflN62j71Tk


２ 業務継続（ＢＣＰ）に向けた取組の強化（全サービス）

感染症や災害が発生した場合であっても，必要な障害福祉サービスが継続的

に提供できる体制を構築する観点から，全ての障害福祉サービス等事業者を対

象に，業務継続に向けた計画等の策定，研修の実施，訓練（シミュレーション）

の実施等が義務づけられます。

［実地指導時に確認する内容］

① 指定事業者は,感染症や非常災害の発生時において,利用者に対する指

定サービスの提供を継続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画を策定し,当該業務継続計画に従い必要な措置を

講ずるよう努めているか。

② 指定事業者は,従業者に対し,業務継続計画について周知するとともに,

必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めているか。

③ 指定事業者は,定期的に業務継続計画の見直しを行い,必要に応じて業

務継続計画の変更を行うよう努めているか。

【整備が必要となる書類等】

業務継続計画，研修及び訓練の実施記録 等

※ 「業務継続計画」作成に参考となる手引き・ひな形等は，下記の厚生労働省

ホームページを参照ください。

・ 自然災害発生時の業務継続ガイドライン

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html

・ 新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html

業務継続計画が未策定の場合，報酬が減算されます！！（次ページ参照）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html


令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（抜粋）

３ 安全計画の策定及び送迎車両への安全装置の設置の義務化について（障害児）

⑴ 安全計画について

こどもの安全の確保については，保育所の送迎バスに置き去りにされたこ

どもが亡くなるという大変痛ましい重大事案が繰り返し発生する中，「児童

福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準」

等の一部改正が行われ，障害児入所施設及び障害児通所支援事業所について

は，「安全計画」を各施設・事業所において策定することが義務付けられま

す。

各施設・事業所が安全計画を策定にするに当たっての留意事項等について

は，【資料６】を御確認ください。

⑵ 送迎車両への安全装置の設置について

児童発達支援及び放課後等デイサービスについては，障害児の送迎を目的

とした自動車を日常的に運行するときは，障害児の見落としを防止する装置

を備えることが義務づけられます。



令和６年度報酬改定により減算される事項について

１ 障害者虐待防止及び身体拘束等の適正化等について

虐待防止及び身体拘束適正化の取組の強化が以下のとおり図られます。

なお，身体拘束等については，指定基準において緊急やむを得ない場合を除

き禁止されているところですが，

・ 緊急やむを得ない理由について，切迫性，非代替性，一時性の三つの要件

全てを満たす場合であること

・ 組織として当該要件の確認等の手続を行った旨を記録しなければならない

こと

が今後，解釈通知（＝障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する

基準について）において明記される予定です。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（抜粋）



２ 障害福祉サービス等の情報公表制度について

利用者への情報公表，災害発生時の迅速な情報共有，財務状況の見える化

の推進を図る観点から，障害福祉サービス等情報公表システム上，未報告とな

っている事業所に対する「情報公表未報告減算」が創設され，施設・居住系サ

ービスは，所定単位数の10％，訪問・通所系サービスは所定単位数の５％が減

算となります。

また，指定障害福祉サービス事業者等の指定更新申請の際に，情報公表に係

る報告がされていることを確認することとしてされています。

なお，公表情報については，過去に登録された情報が更新されていない事業

所が見受けられます。特に，事業所等の財務状況については，直近の事業活動計算

書（損益計算書），資金収支計算書（キャッシュフロー計算書），貸借対照表（バラ

ンスシート）も公表情報に含まれるものですので，適切に情報更新・公表を行って

いただきますようお願いします。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容（抜粋）

※ 情報公表制度の詳細については，【資料４】を参照してください。


